
事業番号 379

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 母子家庭の母等の職業的自立促進事業
事業開始
年度

平成１７年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

職業能力開発促進法第15条の6第3項
関係する計
画、通知等

第8次職業能力開発基本計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

就労経験の乏しい母子家庭の母等の就労を支援する。

担当部局庁 職業能力開発局 担当課室 能力開発課 能力開発課長

会計区分 一般会計 上位政策
福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等を
すること

23年度要求

予算額(補正後） 719 662 455 455 428

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

児童扶養手当受給者及び生活保護受給者に対し、各自治体が自立支援の具体的な方法・計画を明確化して策定した
「自立支援プログラム」に基づき就労支援を行う対象者に対して、民間教育訓練機関を活用し、個々の様態に応じた又
は地域のニーズに合った機動的な「準備講習付き職業訓練」を都道府県へ委託する。

実施状況 （平成20年度）訓練開始者数　　1,929人　　　訓練修了者数　1,789人

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 50.6% 62.5% 99.6%

執行額 364 414 453

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

国の会計年度終了後または事業終了後に事業報告書を提出させるほか、必要に応じて実施状況報告を求めることとし
ていること、及び、毎月の実施状況報告により受講者数や訓練終了後の就職率等を報告させており、これらにより事業
効果を検証しているところ。

見直しの
余地

就労経験のない、又は就労経験の乏しい母子家庭の母や「自立支援プログラム」における自治体の支援のみではなお
就労が難しい児童扶養手当受給者及び生活保護受給者の職業的自立を促進するため必要な事業であり、これ以上の
予算の削減は困難であるが、引き続き、効率的な予算執行に努めるとともに事業の実施状況等を踏まえ、必要に応じ
て見直しを行う。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）

母子家庭の母等の職業的自立促進事業について、その必要性は認められる所ではあるが、より効率的・効率的な事業となるよう
精査を行い、予算に反映すべき

総事業費(執行ベース) 364 414 453

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省 ４５３百万円

委託費（随意契約）

Ａ．都道府県（４７） ４５３百万円

・訓練計画の策定

・訓練の委託

Ｂ．民間教育訓練機関等 ４５３百万円

・訓練の実施

（内訳）上位１０者

北海道 ５０百万円

東京都 ４２百万円

横浜市 ２９百万円

大阪府 ２５百万円

埼玉県 ２２百万円

滋賀県 ２２百万円

愛知県 １７百万円

沖縄県 １６百万円

新潟県 １５百万円



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.北海道 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

職業能力開発
支援事業委託

費

訓練の委託 50

計 50 計 0

職業能力開発
支援事業委託

費

訓練の実施 50

B.民間教育訓練機関等 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 50 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


